
年末年始のゴミ収集のお知らせ
年末年始のゴミの収集につきましては、次のとおりとなりますので、ご協力いただけますようお願いします。

三好地区の収集内容 三加茂地区の収集内容

平成２６年１２月２６日(金)まで 平 常 収 集 平 常 収 集

平成２６年１２月２７日(土) 収 集 は 休 み ま す 収 集 は 休 み ま す

平成２６年１２月２８日(日) 収 集 は 休 み ま す 収 集 は 休 み ま す

平成２６年１２月２９日(月) 昼間地区・足代地区・東山 加茂地区・三庄平坦地区・三庄山間地区
増川・足代中屋(燃やすゴミ) (燃やすゴミ)

平成２６年１２月３０日(火) 収集は休みます。 収集は休みます。～

平成２７年 １月 ３日(土)
（各家庭で保管して下さい｡） （各家庭で保管して下さい。）

平成２７年 １月 ４日(日) 昼間地区･足代地区 (燃やすゴミ) 加茂地区･三庄平坦地区 (燃やすゴミ)

平成２７年 １月 ５日(月)から 平 常 収 集 平 常 収 集

◎大型・粗大ゴミは１２月２４日（水）を以て年内の収集を終わらせていただきます。
申し込みは、１２月２２日（月）迄にお願いします。

★ゴミ収集の休みの期間中は、収集場所にゴミを置かないよう、また不法にゴミを捨てないよう、各家庭で収集が始まるまで保管して下さい。
★ゴミ収集の休みの期間前後は、出るゴミの量も増大します。各家庭でゴミの減量化・リサイクルに努めましょう。
★山間地区は、積雪・路面の凍結により収集できない場合がありますのでご了承下さい。

東みよし町役場 環境課 （5７９－５３４０）

◎このお知らせは年末年始の間、台所など見やすいところに貼って下さい。

裏面も必ずお読み下さい



みよし広域連合 清掃センターからお知らせ

清掃センターに直接持ち込むこともできますので、下記の注意事項を遵守のうえ

注 意 事 項

２．持ち込みのできる時間は、
午前 ９時～１２時

まで。
午後 １時～ ４時

所 在 地 三好市池田町西山登り尾１３４８－６７

平成２６年１２月２７日(土)･２９日(月)は､家庭から出るゴミをみよし広域連合

ご利用下さい。 （処理手数料をいただく場合があります。）

１．必ず指定の袋に入れること。

３．センター内では必ず係員の指示に従ってください。

東みよし町役場三好庁舎

問い合わせ先 5７２－０００６

清掃センター

東みよし町役場
三好庁舎

至 琴平

国道３２号

三好高校

表面も必ずお読み下さい

経 路 図







調査対象の候補となる方に１月１９日から２月１３日までに調査員が伺います。

徳島県　市町村

農林業経営体調査は、農家や林家、会社や集落営農など、農林業を営んでいる全国の様々な経営体が対象です。

詳細は裏面をご覧ください 



農林業センサスは、農林業・農山村の「イマ」を明らかにして、

「未来」を導く、あなたと地域のための「統計調査」です。

「つっちー」

http://www.maff.go.jp/j/tokei/census/afc/index.html

農林業センサスの詳細な結果は農林水産省のホームページをご覧ください！

■過去の農林業センサスの結果から、例えば、規模の拡大が着実に進展している
ことがわかります。
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徳島県の経営耕地面積別販売農家数の推移 (単位：百戸) 

  農業センサスは農林業・農山村の動向を都道府

県、市区町村、さらに詳細に、あなたが暮らす地域

ごとに明らかにして、若者たちが希望を持てるよう

に「チャレンジする農林業経営者」を後押しする施

策や「美しく活力ある農山村」を創り、次世代に継

承する施策の企画・立案に活用されます。                  

    農林業センサスは統計法に基づく基幹統計調査です。調査内容は統計の作成や各種統計調査

の名簿作成など、定められた目的以外に使うことを法律で禁じているので調査の結果が税金の徴収

などに使われることは一切ありません。また、調査員には守秘義務があり、調査で知り得た情報が他

人に漏れることもありません。 

●あなたの個人情報等は法律で守られています。 

あなたの答えで 

農林業の 
タネが育ちます。 

 販売農家が減少する中（平成22年で２万戸）、5ha以上の耕地を経営する

割合は増加し、着実に規模の拡大が図られている状況が見えます。           








